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第107回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第107回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、平成28年6月28日（火曜日）午後6時までに到着するようご
送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

1．日　　時　平成28年6月29日（水曜日）午前10時
2．場　　所　広島市中区東千田町二丁目9番29号
　　　　　　　　広電本社ビル3階会議室
　　　　　　　　（裏表紙の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

証券コード　9033
平成28年6月10日

株 主 各 位
広島市中区東千田町二丁目9番29号
広 島 電 鉄 株 式 会 社
代表取締役社長　　椋 田 昌 夫
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3．目的事項
　　　報告事項　

1．第107期（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）事業報告、連結計算
書類および計算書類の内容報告の件

2．会計監査人および監査役会の第107期連結計算書類監査結果報告の件
　　　決議事項
　　　　第1号議案　剰余金の配当の件
　　　　第2号議案　取締役12名選任の件
　　　　第3号議案　監査役１名選任の件

以　上　

　当日の受付開始は午前9時15分を予定しております。
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」
につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（　http://www.hiroden.co.jp/　）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書
類には記載しておりません。
　なお、本招集ご通知の添付書類の連結計算書類および計算書類は、会計監査人および監
査役が会計監査報告および監査報告の作成に際して監査した連結計算書類および計算書類
の一部であります。
　事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正の必要が生じた場合
は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（　http://www.hiroden.co.jp/　）
に掲載させていただきます。
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議決権行使方法についてのご案内
当日ご出席いただける場合

　●出席によるご行使　

　　　株主総会　　平成28年6月29日（水曜日）午前10時
　　　日　　時　　　　　　　　　　（受付開始予定　9時15分）

　　会場へお越しの際は、同封の「議決権行使書」用紙をご持参ください。

当日ご出席いただけない場合

　●郵送によるご行使　

　　　行使期限　　平成28年6月28日（火曜日）午後6時必着
　　同封の「議決権行使書」に賛否をご記入いただき、行使期限までに
　　到着するようご返送ください。
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事　業　報　告
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
　1．事業の経過およびその成果 
　当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の下落など海外経済の減速懸念はあるものの、設備投資
や雇用・所得環境が改善し、大企業に比べて出遅れていた中小企業にも改善の兆しが見られるなど、景気は
穏やかな回復基調で推移しました。
　このような状況のもと、当社グループにおきましては、旅客輸送における設備の修繕をはじめとする安全
確保のより一層の強化や、顧客へのサービス向上を図り、各事業とも積極的な営業活動を展開して収益の確
保に努めました。平成24年7月に着工した石内東地区の大規模不動産開発プロジェクト「西風新都グリーン
フォートそらの」につきましては、平成27年7月に全区域の造成を完了し、商業用地、業務用地を完売すると
ともに、平成28年1月からは住宅用地の分譲も開始いたしました。八丁堀地区における再開発事業「（仮称）広島
八丁堀共同プロジェクト」では、新ビル「スタートラム広島」の新築工事を平成27年12月に着工いたしました。
　また、平成27年12月には、連結キャッシュ・フローの効率化と有利子負債の削減を目的として、キャッシュ・
マネジメント・システム（CMS）を導入し、グループ全体の財務体質の向上に向けた取り組みを開始しました。
　当連結会計年度の営業収益は、流通業および不動産業が減収となったものの、運輸業、建設業およびレ
ジャー・サービス業が増収となり、前連結会計年度と比較して0.5％、249百万円増加し、47,044百万円と
なりました。利益につきましては、運輸業における原油価格の下落による燃料費の減少や、不動産業、建設
業の経費減少により、営業利益は、前連結会計年度と比較して389.2％、2,005百万円増加し、2,520百万円
となり、経常利益は、前連結会計年度と比較して612.6％、1,978百万円増加し、2,301百万円となり、親会
社株主に帰属する当期純利益につきましては、73.3％、778百万円増加し、1,841百万円となりました。

　各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（1）運輸業

　運輸業におきましては、被爆70周年関連での観光客を含めた利用客の増加により、増収となりました。

（添付書類）
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　鉄軌道事業では、導入を進めている超低床車両1000形を２両増備し、新たに３号線で運行を開始したこと
で、全路線において超低床車両に乗車できるようになり、より一層のバリアフリー化と利便性向上を図りま
した。施設面では、八丁堀、立町電停の改良工事を行ったほか、電車ロケーションシステムを市内線３電停
と宮島線４駅に設置するとともに、運転状況記録装置やドライブレコーダーの設置、宮島線三筋川橋梁や串
戸トンネルの改修工事を行うなど、利便性の向上と安全運行のための整備を継続的に実施いたしました。
　自動車事業では、バスの運行情報をリアルタイムにお客様へ提供するバスロケーションシステム・広島公
共交通ナビ「くるけん」の整備を完了し、利便性向上と運行管理業務の効率化を図りました。また、広島県バ
ス協会や県内のバス事業者と共同で、広島駅前に交通案内所を開設したほか、被爆70周年事業として、広島
電鉄電車・路線バス６事業者での利用が可能な広島ピースパスの販売を始めるなど、公共交通をわかりやす
く利用できる施策を行いました。また、利用が好調な松江・米子線については、好評を博しているフリーチ
ケットの優待施設を拡充して積極的な利用促進を図り、増収となりました。車両更新については、ハイブリッ
ドバスやノンステップバスの代替を促進し、車両の低公害化とバリアフリー化に積極的に取り組みました。
　海上運送業および索道業では、宮島来島者数が増加し、増収となりました。航空運送代理業では、平成27
年4月の広島空港における航空機事故の影響を受けたものの増収となりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度と比較して0.8％、172百万円増加して
21,771百万円となりましたが、営業損益は、前連結会計年度501百万円の営業損失に対し、771百万円の営
業損失となりました。

（2）流通業

　流通業におきましては、マダムジョイ店舗では消費税率引上げの影響が一巡した傾向が見られたものの、
近隣の競合店新規オープンの影響を受けたほか、軽油価格の下落による商事部門の売上げ減少もあり、減収
となりました。
　また、宮島口もみじ本陣においては、団体ツアー客の減少により減収となりました。サービスエリアにお
いては、9月のシルバーウイーク期間中の売上増加により、増収となりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度と比較して3.0％、327百万円減少し、
10,441百万円となりましたが、営業損益は、前連結会計年度の営業損失123百万円に対し、23百万円の営
業損失となりました。
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（3）不動産業

　不動産業におきましては、不動産賃貸業では、第二広電ビルの建て替えに伴うテナント退去が完了したこ
とにより、賃料収入が減少して減収となり、不動産販売業では、当連結会計年度において分譲マンション「ア
ンヴェール五日市駅前」の竣工、引渡しを行い、44戸を完売したほか、「西風新都グリーンフォートそらの」
の業務用地および商業用地の一部を販売したものの、前連結会計年度に販売した大型商業用地の影響が大き
く、減収となりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度と比較して4.0％、437百万円減少し、
10,580百万円となりましたが、「西風新都グリーンフォートそらの」の販売経費や売上原価の減少のほか、賃
貸用物件の修繕費減少などにより、営業利益は、前連結会計年度959百万円に対し、215.2％、2,064百万
円増加し、3,023百万円となりました。

（4）建設業

　建設業におきましては、民間工事および公共工事の増加により、増収となりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度と比較して8.7％、375百万円増加し、
4,675百万円となり、営業利益は、前連結会計年度の営業利益68百万円に対し、186.1％、126百万円増加し、
194百万円の営業利益となりました。

（5）レジャー・サービス業

　レジャー・サービス業におきましては、ホテル業では、外国人旅行客や法人利用、ホテル会員の利用が増
加し、宿泊部門は増収となり、宴会部門においても婚礼新プランの積極的な販売や会議、宴会の利用が増加し、
増収となりました。ゴルフ業では、競技会や謝恩特別デーの開催など積極的な営業活動を行った結果、利用
者が増加して増収となりました。ボウリング業では、健康ボウリング教室を精力的に開催したほか、営業開
始時刻を早めることで利用は増加したものの、客単価の減少により減収となりました。ゴルフ練習場におい
ては、ゴルフ用品の販売事業でオープン1周年の記念イベント開催や売り場の増床を図るなど利用を増やす取
組みを行った結果、増収となりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度と比較して2.8％、51百万円増加し、1,929
百万円となり、営業利益は、前連結会計年度95百万円に対し、11.2％、10百万円減少し、85百万円となり
ました。
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　2．設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は4,349百万円であり、主なものは次のとおりであります。

運輸業 自動車事業用車両購入（51両） 1,298　百万円
国産超低床電車購入（2両） 530　　　　
5000形電車駆動装置更新（4編成） 167　　　　
ICカードATMチャージ向けサーバ代替 146　　　　

流通業 マダムジョイ己斐店舗内改装工事 9　百万円
不動産業 「スタートラム広島」ビル建築工事 635　百万円
レジャー・サービス業 ゴルフ練習場内売店増床工事 28　百万円

　3．資金調達の状況
　当連結会計年度の資金調達につきましては、当社における第43・44回の社債発行や、金融機関からの借入金
により資金調達を行っております。なお、当連結会計年度末現在の社債を含めた借入金総額は21,938百万円で、
平成27年12月より連結キャッシュ・フローの効率化と連結有利子負債の削減を目的として、キャッシュ・マ
ネジメント・システム（CMS）を導入したこともあり、前連結会計年度末と比べ3,078百万円減少しております。

　4．対処すべき課題
　今後の経済見通しにつきましては、政府の経済政策に対する期待感が強いものの、原油価格の下落など海
外経済の減速懸念があるなかで、デフレ脱却や景気回復が国民の実体経済に反映されるかどうか先行きが不
透明な状況であり、当社グループを取り巻く環境は、依然として厳しい状況が続くものと思われます。
　このような情勢のもと、当社グループといたしましては、様々な経営課題に取り組むとともに、経営環境
の変化への迅速な対応と安定した収益構造の構築に努め、安全性の確保を前提としたうえで、個々のお客様
のニーズに応じたサービスや商品の提供による収益の獲得と、厳しい計数管理に基づく経費の削減などに取
り組み、収益性の向上に努めてまいります。また、広島市が事業主体である電車の駅前大橋ルートの整備や、
広島県と廿日市市が事業主体である宮島口整備事業、広島大学跡地の活用策「ひろしまの『知の拠点』再生プロ
ジェクト」といった事業を関係機関と協力しながら推進してまいります。
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　各セグメントによる対処すべき課題については、次のとおりであります。

（1）運輸業

　運輸業におきましては、少子高齢化の進展により乗車人員は減少傾向にあり、今後も厳しい経営環境が続
くものと思われますが、安全と安心の確保や法令の遵守に努めるとともに、事業体質の改善強化を目指した
施策を推し進めてまいります。
　鉄軌道事業におきましては、駅前大橋ルートの整備や、超低床電車の継続的導入、駅・電停の整備、情報
提供システムの整備等、速達性・利便性・快適性・バリアフリー化の向上を目指し、路面電車のLRT化に向
けて引き続き取り組んでまいります。
　自動車事業におきましては、ノンステップバスやハイブリッドバスなど、バリアフリーや環境に配慮した
車両の導入を引き続き推進してまいります。また、広島駅前広場の再整備や、JR可部線、アストラムライン
の延伸など、公共交通インフラの整備にあわせた新たな需要への対応や、バス路線の再編による利便性の確
保に向けた施策を検討してまいります。
　索道業および海上運送業では、宮島来島者数が平成27年度は増加に転じたものの、団体客が減少してきて
いることから、宮島・弥山の魅力をPRし、グループが一体となり積極的な営業活動を展開することで、個人
客の利用を増やす施策に取り組んでまいります。
　航空運送代理業では、業務受託先との契約条件が今後ますます厳しくなると予想されるなか、引き続き徹
底した安全運航の確保と接客サービスの更なる向上に努めてまいります。

（2）流通業

　流通業におきましては、円安による物価の上昇などにより個人消費の低迷が懸念されるなか、業種業界を
超えた店舗間競争の激化など、今後も厳しい状況が予想されます。
　このような状況のなか、マダムジョイ店舗においては、商品の鮮度維持・品質向上に努め、より安全・よ
り安心な商品を提供するとともに、食材の産地表示や料理のメニューにあわせた食材を提案するなど、良質
でおいしい食材を積極的にPRし、拡販を行ってまいります。また、販売目標の設定や生産性の向上を継続し
て行うことで収益力の向上と財務体質の抜本的な改善を図ってまいります。
　宮島口もみじ本陣では、広島県・廿日市市が計画している宮島口整備事業のグランドデザインが策定され
たことから、当社グループが一体となり、宮島口もみじ本陣を含めた将来の宮島口における広電グループの
事業展開について検討を行ってまいります。
　サービスエリアにおいては、高速道路交通量の増加による増収が見込まれるなか、テナント賃貸借契約更
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新への対応が大きな課題となっており、契約条件の見直しも予定されるなか、契約更新に向けた作業に取り
組んでまいります。

（3）不動産業

　不動産業におきましては、築年数の経過したビルのリニューアルや、遊休地の有効活用のほか、既存物件
についても賃貸条件等に柔軟に対応し、ビルの空室率改善に努めるとともに、計画的に既存各団地の残宅地
販売に取り組んでまいります。
　商業用地、業務用地を完売した石内東地区開発事業「西風新都グリーンフォートそらの」につきましては、
住宅用地の分譲を引き続き行ってまいります。また、新ビル「スタートラム広島」の新築工事を平成27年12月
に着工した八丁堀地区における再開発事業「（仮称）広島八丁堀共同プロジェクト」や、広島大学跡地の活用策

「ひろしま『知の拠点』再生プロジェクト」などの新規プロジェクトを推進し、活力ある街づくりに尽力してま
いります。

（4）建設業

　建設業におきましては、安倍政権の経済政策「アベノミクス」により公共工事や民間工事が今後も増加して
いくと思われますが、資材価格高騰等による工事原価上昇も危惧されています。そうしたなか、公共工事お
よび民間工事の受注増加に向け積極的な営業活動を行うとともに、引き続き工事原価や販売費および一般管
理費の見直しなどにも力を入れ、営業利益の確保に努めてまいります。

（5）レジャー・サービス業

　レジャー・サービス業におきましては、レジャーの多様化、同業他社との価格競争の激化等が懸念され、
今後も厳しい状況が予想されますが、積極的な営業活動を展開するとともに、顧客満足度向上のための設備
改修や社員教育の充実に取り組んでまいります。
　ホテル業では、安心・安全で快適な施設、サービスの提供に向けて、更なる努力を続けてまいります。宿
泊部門では、インバウンドの推進、旅行会社のキャンペーンや広島での各種イベントに対して積極的に参画し、
インターネット予約でのきめ細かい対応により、客室稼働率の向上と売上確保に努めてまいります。
　ボウリング業では、引き続き固定客の獲得を図るため、好評をいただいている健康ボウリング教室を充実
させ、リーグ会員の増加を図ってまいります。
　ゴルフ業では、入場者数を維持・拡充するため、各種競技会を開催すると同時に、コース整備の充実に努
めてまいります。また、一年会員の確保および新規獲得を目指し、積極的な営業活動を行うとともに、来場
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者の満足度の向上に努めてまいります。ゴルフ練習場につきましては、ゴルフ用品販売を軌道に乗せ、更な
る売上増加に努めるとともに、若年層の拡大、打席と用品販売の相乗効果を引き上げるなど、来場者の増加
に努めてまいります。

　5．財産および損益の状況の推移 

区　　分
第104期 第105期 第106期 第107期

（当連結会計年度）
自平成24年4月 1 日
至平成25年3月31日

自平成25年4月 1 日
至平成26年3月31日

自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日

自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日

営 業 収 益　（百万円） 41,616 39,717 46,795 47,044
経 常 利 益　（百万円） 1,112 598 323 2,301
親会社株主に帰属する
当期純利益　（百万円） 1,387 1,435 1,062 1,841

1株当たり当期純利益 22円87銭 23円67銭 17円52銭 30円36銭
総　資　産　（百万円） 92,048 93,537 93,352 89,092
純　資　産　（百万円） 34,199 35,898 39,422 40,265

（注）1．1株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
　　2．「企業結合会計に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号　平成25年9月13日）等を適用し、当連結会計年

度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

　6．主要な事業内容（平成28年3月31日現在）
事業の種類別セグメント 主要な事業内容

運輸業 鉄軌道事業、自動車事業、海上運送業、索道業、航空運送代理業
流通業 物品販売業
不動産業 不動産賃貸業、不動産販売業
建設業 土木・建築業
レジャー・サービス業 ホテル業、飲食業、ボウリング業、ゴルフ業

　7．重要な親会社および子会社の状況（平成28年3月31日現在）
（1）親会社の状況
　該当事項はございません。
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（2）重要な子会社の状況 
会　社　名 資　本　金 出 資 比 率 主要な事業内容

株式会社広電ストア 96　百万円 100　％ 物品販売業
広電建設株式会社 50　　　　 100　　 土木・建築業

　8．主要な事業所（平成28年3月31日現在）
（1）当社

事 業 所 名 所　在　地
本社 広島市中区東千田町二丁目9番29号
鉄軌道事業
　西広島営業課 広島市西区草津南
　千田営業課 広島市中区東千田町
自動車事業
　曙営業課 広島市東区曙
　仁保営業課 広島市南区仁保沖町
　江波営業課 広島市中区江波西
　広島南営業課 広島市中区西白島町
　広島西営業課 広島市中区西白島町
　西風新都営業課 広島市佐伯区石内北
　広島北営業課 広島市西区小河内町
　呉中央営業課 広島県呉市築地町
　広営業課 広島県呉市広白岳
　焼山営業課 広島県呉市焼山北
不動産事業 広島市中区東千田町

（2）重要な子会社
会社名・事業所名 所　在　地

株式会社広電ストア　本社 広島市中区東千田町
広電建設株式会社　本社 広島市中区東千田町
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　9．従業員の状況（平成28年3月31日現在）
（1）企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメント 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
運輸業 1,999　名 +14　名

流通業 142　名 +2　名

不動産業 105　名 △2　名

建設業 55　名 ＋6　名

レジャー・サービス業 84　名 ＋2　名

合　　計 2,385　名 ＋22　名

（注）従業員数は就業員数であり、臨時従業員は含んでおりません。

（2）当社の従業員の状況 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
1,655　名 ＋17　名 46.4　歳 16.5　年

（注）出向者46名を含み、休職者15名、労働組合専従者6名、臨時雇・嘱託115名を含んでおりません。

　10．主要な借入先（平成28年3月31日現在）
借　入　先 借 入 残 高

株式会社広島銀行 6,239　百万円

株式会社三菱東京UFJ銀行 4,357　　　　

三井住友信託銀行株式会社 2,455　　　　

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,255　　　　

日本生命保険相互会社 1,170　　　　

株式会社もみじ銀行 955　　　　

広島信用金庫 920　　　　
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Ⅱ　会社の現況
　1．株式の状況（平成28年3月31日現在）

（1）発行可能株式総数　　240,000　千株

（2）発行済株式の総数　　  60,891　千株

（3）株主数　　　　　　　    4,164　名（前事業年度末比50名増）

（4）大株主（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持 株 比 率
広島日野自動車株式会社 2,341　千株 3.9　％

株式会社広島銀行 2,088　　　 3.4　　

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,755　　　 2.9　　

みずほ信託銀行株式会社
退職給付信託　五洋建設口 1,515　　　 2.5　　

出光興産株式会社 1,500　　　 2.5　　

株式会社鴻治組 1,403　　　 2.3　　

広島ガス株式会社 1,236　　　 2.0　　

三井住友海上火災保険株式会社 870　　　 1.4　　

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 840　　　 1.4　　

野村信託銀行株式会社
退職給付信託　三菱UFJ信託銀行口 750　　　 1.2　　

（注）1．持株比率は、自己株式（133,132株）を控除して計算しております。
　　2．株式会社広島銀行の持株数には、株式会社広島銀行が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式

1,605千株（持株比率2.6％）を含んでおります（株主名簿上の名義は「みずほ信託銀行株式会社　退職給付信
託　広島銀行口」であります）。なお、当該株式は、信託約款の定めにより株式会社広島銀行が議決権を留保
しております。
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　2．会社役員の状況
（1）取締役および監査役の状況（平成28年3月31日現在）

地　　位 氏　　名 担　　当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 椋 田　 昌 夫
バス活性化推進本部、
交通政策本部、
電車事業本部　管掌

㈱広電ストア　　　　　　　代表取締役会長
広電建設㈱　　　　　　　　代表取締役会長
㈱広電宮島ガーデン　　　　代表取締役会長
㈱グリーンバーズ・ヒロデン　代表取締役会長
㈱ホテルニューヒロデン　　代表取締役社長
広電興産㈱　　　　　　　　代表取締役社長
広島観光開発㈱　　　　　　代表取締役会長
㈱交通会館　　　　　　　　代表取締役社長
広島ゴルフ観光㈱　　　　　代表取締役社長

常 務 取 締 役 迫　 孝 治 経営企画本部、
不動産事業本部　管掌

宮島松大汽船㈱　　　　　　代表取締役会長
㈱ヒロデンプラザ　　　　　代表取締役社長

常 務 取 締 役 倉 本　 勇 治
経営管理本部、
人財管理本部　管掌
バス事業本部　担当

取 締 役 藤 元　 秀 樹
交通技術養成部　担当
交通技術養成部長
養成所所長

取 締 役 沼 田　 卓 壮 交通政策部　担当

取 締 役 仮 井　 康 裕 バス活性化推進本部長
人財管理本部長

取 締 役 平 町　 隆 典 電車事業本部長

取 締 役 横 田　 好 明 交通政策本部長
経営企画本部長

取 締 役 瀬 﨑　 敏 正 不動産事業本部長
取 締 役 岡 田　 茂 経営管理本部長

取 締 役 田 村　 興 造 広島ガス㈱　　　　　　　　代表取締役社長
　　　　　　　　　　　　　執行役員

取 締 役 秦 　 清 ㈱ウッドワン　　　　　　　取締役
常 勤 監 査 役 尾 﨑　 宏 明
監 査 役 笠 井　 久 雄
監 査 役 坂 井　 康 成 ひろぎんカードサービス㈱　代表取締役会長
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（注）1．取締役田村興造氏および秦清氏は、社外取締役であります。
　　2．監査役笠井久雄氏および坂井康成氏は、社外監査役であります。
　　3．当社は、株式会社東京証券取引所に対して、各社外取締役および各社外監査役を独立役員と

する独立役員届出書を提出しております。
　　4．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。

（1）　平成27年6月26日開催の第106回定時株主総会において、平町隆典氏、横田好明氏、
瀬﨑敏正氏、岡田茂氏、秦清氏は取締役に、坂井康成氏は監査役に新たに選任され、そ
れぞれ就任いたしました。

（2）　平成27年9月1日、取締役の担当が次のとおり変更されました。
氏　　名 新 職 名 旧 職 名

椋 田 昌 夫
代表取締役社長
バス活性化推進本部、
交通政策本部、
電車事業本部　管掌

代表取締役社長
バス活性化推進　担当

迫　　 孝 治
常務取締役
経営企画本部、
不動産事業本部 管掌

常務取締役
経営企画　担当

倉 本 勇 治
常務取締役
経営管理本部、
人財管理本部 管掌
バス事業本部 担当

常務取締役
総合管理本部長

藤 元 秀 樹
取締役
交通技術養成部 担当
交通技術養成部長
養成所所長

取締役
養成所所長

沼 田 卓 壮 取締役
交通政策部 担当

取締役
交通政策　担当

仮 井 康 裕
取締役
バス活性化推進本部長
人財管理本部長

取締役
バス事業本部長

横 田 好 明
取締役
交通政策本部長
経営企画本部長

取締役
経営企画本部長

（3）　平成27年6月26日開催の第106回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役名越元氏、
監査役髙橋徹氏は任期満了により退任いたしました。

　　5．広電興産株式会社は、平成28年4月1日付で、当社との吸収合併により消滅いたしました。
（参考）　当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員の地位・担当は次のとおりです。

氏　　名 地　　位 担　　当
落 合 央 範 執 行 役 員 秘書室　担当
玉 田　 和 執 行 役 員 バス事業本部長
山 田 康 敬 執 行 役 員 不動産事業本部副本部長
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（2）取締役および監査役の報酬等の総額

区　　　分 支 給 人 員 支　給　額 摘　　　要
取 締 役

（うち社外取締役）
  13
  （2）

208　百万円
  （11）

監 査 役
（うち社外監査役）

  4
  （3）

  40
  （17）

計 17 248
（注）1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　2．上記支給人員および支給額には当事業年度中に退任いたしました取締役1名7百万円、社外監査役1名2百万円

を含めております。
　　3．平成24年6月28日開催の第103回定時株主総会決議にもとづく報酬限度額は、取締役年額250百万円以内、

監査役年額50百万円以内であります。

（3）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第1項の規定により、各社外取締役および各社外監査役との間に、任務を怠ったこ
とによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定
する額としております。

（4）社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係

　取締役の田村興造氏は、広島ガス株式会社の代表取締役社長執行役員を兼務しております。同社は、当
社と一般消費者としての通常の取引を行っております。同社は当社株式数の2.0％を保有する大株主であり
ます。
　取締役の秦清氏は、株式会社ウッドワンの社外取締役を兼務しておりますが、当社との間には、重要な
関係はありません。
　監査役の坂井康成氏は、ひろぎんカードサービス株式会社の代表取締役会長を兼務しておりますが、当
社との間には、重要な関係はありません。
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②当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 主な活動状況

社外取締役 田 村　 興 造 当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、上場会社の経営者とし
ての経験と知識から、適宜意見を述べております。

社外取締役 秦 　 　 　 清 平成27年6月26日の就任以降開催された取締役会14回の全てに出席し、
弁護士としての経験と知識から、適宜意見を述べております。

社外監査役 笠 井　 久 雄 当事業年度開催の取締役会17回、監査役会13回の全てに出席し、豊富な
経験と知識から、適宜意見を述べております。

社外監査役 坂 井　 康 成
平成27年6月26日の就任以降開催された取締役会14回、監査役会10回
の全てに出席し、金融機関での経験と財務および会計に関する知識から、
適宜意見を述べております。

　3．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
　有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額

内　　　容 金　　額
①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 36　百万円

②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 36　百万円

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法にもとづく監査と金融商品取引法にもとづく監査の監
査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法にもとづく監査の報酬等の額を含めて
おります。

　　2．当社の子会社の広島観光開発株式会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の計算関係書類の監査を受けて
おります。

　　3．当社監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の内容、前事業年度の監査実績の
検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積もりの算出根拠を検討した結果、
会計監査人の報酬等について適切であると判断し、会社法第399条第1項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。
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（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の
同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告します。
　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会
計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否
を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定します。

　4．業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する基本方針
　当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する
基本方針について次のとおり定め、本方針に従い適法かつ効率的な企業活動を推進しております。
　なお、本方針は、平成27年4月28日開催の取締役会において改定決議を行ったものであります。

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　取締役が重要事案の決定を行うにあたっては、法令および定款に則り定めた取締役会規程および経営会議
規程に基づき、取締役会や経営会議において適法性・妥当性の有無をはじめとした総合的な検討を行う。また、
取締役は、取締役会や経営会議において職務の執行に関する報告を迅速に行い、他の取締役は報告された内
容に対し法令および定款の遵守の状況を監督する。
　執行役員は、自ら執行する職務の執行状況をその職務を担当する取締役に随時報告し、重要な執行状況に
関しては取締役会や経営会議で迅速に報告する。担当取締役および他の取締役は、報告された内容に対し法
令および定款の遵守の状況はもとより、執行役員による職務の執行状況を監督する。
　使用人が日常の職務を執行するにあたっては、業務の組織的かつ効率的な運営を図るために定めた職務権

限規程に基づき、稟議手続規程に従って起案した決裁文書により意思決定を行い、会社組織として適法・適
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正に職務を執行する。

　当社は、財務報告の作成および開示にあたっては、有効な内部統制システムの整備・運用を行い、財務報

告の適正性を確保する。また、取締役会規程および経営会議規程その他の社内規程について、規程類等管理

規程に定める手続きに従い、常に最新の法令に基づき改正を行い、取締役および使用人への周知徹底に努める。

　当社は、警察や顧問弁護士等と連携し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体と

は一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録および経営会議開催記録については、法令および社内規程に基づき作成し、

職務所管部署において適切に保存・管理する。

　取締役会および経営会議に付議し承認された議案書並びに決裁文書については、各起案部署において適切

に保存・管理する。

　契約書等、取締役の職務の執行に係る重要な文書については、契約締結部署、職務所管部署において適切

に保存・管理する。

　株主総会議事録はもとより、取締役会議事録、経営会議開催記録をはじめとした取締役の職務の執行にあ

たっての意思決定を記録した文書、契約書等、取締役の職務の執行に係る重要な文書の保存・管理については、

その方法・年限等を定めた文書管理規程および情報セキュリティ規程に基づき適切に行う。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　全社的リスクや緊急対応を要するリスクが発生した場合には、代表取締役社長はリスク対応統括責任者と

して各取締役を指揮し、各取締役はリスク対応統括責任者のもとで担当部門を指揮することにより、リスク

発生による損害を最小限に止める。

　電車・バス事業におけるリスクについては、第一の使命である安全運行を確保するため、電車、バス部門

ごとに制定した安全管理規程をはじめとする社内規程に基づき、リスクの発生時には迅速かつ的確に対応す

る。また、各部門の指導・教育担当部署は、使用人に対し、定期的にリスク発生の回避およびリスク発生時
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の損害を最小限に止めるための迅速な対応について指導・教育を行う。

　不動産事業におけるリスクについては、土地・建物の賃貸・販売および保有により発生が予想されるリス

クを抽出し、リスク発生時の迅速かつ的確な対応をあらかじめ想定することにより、リスク発生の回避およ

びリスク発生時の損害を最小限に止めるように努める。

　当社が行う事業における新たな事業機会の検討・実施にあたっては、想定されるリスクについて必要に応

じて外部の専門家の意見・助言を取り入れながら十分な検討を行い、事業の実施にあたっては、想定される

リスクを排除しまたはでき得る限り縮小させたうえで実施する。

　取締役、執行役員およびその他の使用人は、職務の執行の過程におけるリスクを回避するため、法律上の

判断を要する場合には顧問弁護士に、会計上の判断を要する場合には会計監査人にそれぞれ適宜相談し、得

られた助言・提案をもとに職務を行う。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、電車、バスおよび不動産部門からなる事業本部制を採用し、会社組織全体に関わる企画・管理部

門を含めた組織体制のもとで、横断的な業務の運営により、効率的な経営を行う。各本部の業務執行責任者

は取締役または執行役員が務め、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図る。

　当社は、取締役の職務執行を効率的に行うため、取締役会については毎月１回以上、経営会議については

原則として毎週開催し、取締役相互による活発な議論を経たうえで重要事案に対する意思決定を行う。

　また、取締役会決議により、取締役に準ずる地位を有する重要な使用人として執行役員を選任し、代表取

締役の指揮命令のもとで会社の重要な業務を執行させることにより、効率的な経営を行う。なお、経営会議

には執行役員が構成員として出席し、取締役および執行役員による活発な議論と重要かつ最新の経営情報の

共有のもとで、意思決定を行う。

　取締役は、長期にわたる安定した収益構造の構築を基礎としつつ経営環境の変化への迅速な対応を目的と

して策定した経営総合3ヵ年計画を着実に推進し、進捗状況について定期的にフォローアップを行い、適正か

つ効率的な経営により利益の確保に努める。
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（5）当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、関係会社の運営管理において、総合企業体としての利益を確保するために関係会社統括要綱を定

め、関係会社各社の自主的経営を尊重しつつ、重要事案の決定にあたっては当社への事前協議を求め、また、

経営上の重要事項については当社への報告を求める。これらの協議・報告について、当社は必要に応じて当

該内容の適法性・妥当性やリスク発生の可能性について確認を行い、場合によっては顧問弁護士や会計監査

人に相談のうえ、総合企業体として適法・適正に業務を執行する。

　当社は、監査室および弁護士事務所を内部通報窓口とする企業倫理ヘルプラインの運用等を通じ、当社お

よび関係会社各社における組織的または個人的な法令違反および不正行為等の早期発見と是正を図る。

　当社を含めた関係会社各社は、企業集団としての収益性の向上を図るため、必要に応じて関係会社社長会

を開催し、情報共有と相互協力により、関係会社各社における適正かつ効率的な業務の推進に努める。また、

四半期ごとに関係会社連絡会議を開催し、決算業務に関する法令改正等の情報をはじめとした情報共有によ

り、企業集団としての適法・適正かつ効率的な業務の推進に努める。

　重要な関係会社は、当社に準じて経営総合３ヵ年計画を策定し、適正かつ効率的な経営により利益の確保

に努める。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、
当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　当社は、各本部から独立した部署である監査室が内部監査を担当しており、監査室所属員は監査役の指示

により監査役会の職務を補助する旨を職務権限規程において明確にし、監査役は、職務を補助する者として、

監査室所属員を直接使用することができる。

　監査室所属員の人事異動に関する事項については、人事担当取締役は事前に監査役と協議する。
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（7）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制並びに関係会社の取締役、監査役および使
用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制並びに報告をした者
が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役、執行役員およびその他の使用人は、いつでも監査役の求めに応じて職務の執行状況を報告する。

　また、取締役、執行役員およびその他の使用人並びに関係会社統括要綱に定める関係会社の取締役、監査

役および使用人は、職務執行の過程において、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、法令および定

款に違反するおそれのある事実その他重大な疑義が生じた場合には、監査役へ速やかに報告を行う。当社お

よび関係会社各社は、これらの事実を監査役に報告した者に対し、報告したことを理由とした不利な取扱い

を行わない。企業倫理ヘルプラインに関する規程に基づいて通報した者に対しても、通報したことを理由と

した不利な取扱いを行わない。

　重要な決裁文書については、稟議手続規程に基づき、速やかに常勤監査役へ通知する。

（8）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役の職務の執行において必要と認められる費用または債務に対して、監査役からの請求に基

づき、速やかに支弁する。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針にしたがい、取締役会および経営会議その他の重要な会議に出

席し、重要事案に対する協議の内容や意思決定の過程を把握するとともに、取締役および執行役員がこれら

の重要な会議で適宜行う業務執行の状況報告を聴取する。

　なお、取締役、執行役員およびその他の使用人は、重要な会議の開催にあたり、必要に応じて監査役へ事

前に通知し、監査役の取締役、執行役員およびその他の使用人の職務執行に対する監査の機会を確保する。

　当社は、代表取締役社長と監査役との情報交換会を、年2回定期的に開催する。

　また、上半期・下半期ごとに行われる監査役による定期監査では、課長および室長・部長へのヒアリング

事
業
報
告
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を実施し、日常の職務執行に関する詳細な聴取を行い、定期監査終了後に監査結果の報告並びに取締役およ

び執行役員に対する職務執行についてのヒアリングを行う目的で、各取締役および執行役員と監査役との間

で情報交換会を開催する。

　5．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記「業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する基本方針」に掲げた体制の整備と

その適切な運用に努めております。

　当事業年度における基本方針に基づく運用状況の概要は、次のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合すること並びに効率的に行われることの確保

　当期は、取締役会を17回開催し、活発な議論による意思決定を実施しております。また、取締役会で決定

した経営の基本方針・基本計画に基づき、重要な業務の執行等について審議、決定する経営会議を44回開催

しております。

（2）コンプライアンスに関する取組み

　当社の取締役および使用人によるコンプライアンスの徹底を図るため、「コンプライアンス規程」を制定し、

社内へ周知することにより、全社的なコンプライアンスへの取組みを推進しております。

　また、当社の役員および社員が従うべき行動準則として「広島電鉄社員行動規範」を定め、冊子の配布とと

もに社員教育に活用しております。

（3）リスク管理に関する取組み

　当社は、経営総合3ヵ年計画の策定にあたり、企業経営に重大な影響を与えるリスクを選定のうえ、必要な

対策を実施しております。

　特に運輸業においては、電車およびバス部門の業務執行責任者を安全統括管理者として輸送の安全確保に

取り組んでおります。また、定期的に運輸安全マネジメント監査を行い、代表取締役社長の関与のもとマネ
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ジメントレビューを実施しております。当期より、更なる体制の強化を図るため輸送の安全管理・教育を統

括する部門を設けて対応しております。

　その他、災害等の緊急対応を要するリスクの発生に対して、南海トラフ地震に係る防災対策規程等の社内

規程・マニュアルを整備し、訓練等を通じて各種計画の見直しや対策の実効性の向上を図っております。

（4）関係会社における業務の適正の確保

　関係会社統括要綱に定める事前協議事項および報告事項について、親会社の立場からその内容を随時確認

しております。また、関係会社社長会を年2回開催し、当社グループにおける経営課題の把握と対応方針につ

いて討議するとともに、関係会社連絡会議を年4回定期的に開催しております。

（5）監査役の監査が実効的に行われることの確保

　各監査役は、取締役会および監査役会の全てに出席し、監査役の立場で適宜意見を述べております。

　代表取締役社長と監査役の相互認識を深める観点から、定期的な会合を年2回開催し、両者で意見交換を行

うとともに、代表取締役社長の諸課題への取組み状況を確認しております。また、各取締役および執行役員

と監査役との情報交換会を年2回定期的に開催するとともに、当社グループにおいても関係会社監査役による

情報連絡会を年2回定期的に開催しております。さらに当期より社外取締役と監査役との情報交換会を開催し

ております。

　監査役と内部監査部門の連携を図るため、監査室は、内部監査の結果を監査役へ報告するとともに、監査

役監査の補助業務も行っております。また、監査役監査の監査体制を支援し、監査費用等の環境整備を行っ

ております。

※　本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
　　また、比率は、表示単位未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表（平成28年3月31日現在）
  科　目
資産の部
 流動資産
  現金及び預金
  受取手形及び売掛金
  販売土地及び建物
  未成工事支出金
  商品及び製品
  原材料及び貯蔵品
  繰延税金資産
  その他
  貸倒引当金

 固定資産
  有形固定資産
   建物及び構築物
   機械装置及び運搬具
   土地
   建設仮勘定
   その他
  無形固定資産
   借地権
   その他
  投資その他の資産
   投資有価証券
   長期貸付金
   繰延税金資産
   退職給付に係る資産
   その他
   貸倒引当金

資産合計

金　額

16,376
5,654
2,032
6,025
168
168
540
469
1,326
△ 7

72,715
65,485
15,652
5,350
42,647
675
1,159
717
27
689
6,512
3,866
12
286
1,741
671
△ 66

89,092

  科　目
負債の部
 流動負債
  支払手形及び買掛金
  短期借入金
  １年内償還予定の社債
  未払金
  未払法人税等
  未払消費税等
  繰延税金負債
  未払費用
  預り金
  賞与引当金
  役員賞与引当金
  その他
 固定負債
  社債
  長期借入金
  繰延税金負債
  再評価に係る繰延税金負債
  退職給付に係る負債
  その他
負債合計
純資産の部
 株主資本
  資本金
  資本剰余金
  利益剰余金
  自己株式
 その他の包括利益累計額
  その他有価証券評価差額金
  土地再評価差額金
  退職給付に係る調整累計額
 非支配株主持分
純資産合計
負債純資産合計

金　額

20,798
1,385
10,331
329
2,364
695
353
2

845
1,157
1,163
31

2,138
28,028
859

10,418
819

10,008
1,313
4,609
48,827

15,166
2,335
1,976
10,947
△ 92
24,186
1,184
22,514
487
911

40,265
89,092

（単位：百万円）
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連結損益計算書（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）
（単位：百万円）

 科　目
営業収益
営業費
 運輸業等営業費及び売上原価
 販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
 受取利息
 受取配当金
 受託工事収入
 その他
営業外費用
 支払利息
 持分法による投資損失
 受託工事費用
 その他
経常利益
特別利益
 固定資産売却益
 工事負担金等受入額
 その他
特別損失
 固定資産売却損
 固定資産除却損
 固定資産圧縮損
 減損損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

36,405
8,119

1
107
186
59

304
34
186
46

0
2,118
30

2
408
617
396

967
135

金　額　　　　　
47,044

44,524
2,520

354

572
2,301

2,149

1,424
3,026

1,103
1,923
81

1,841
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貸借対照表（平成28年3月31日現在）
  科　目
資産の部
 流動資産
  現金及び預金
  未収運賃
  未収金
  未収収益
  短期貸付金
  販売土地及び建物
  貯蔵品
  前払金
  前払費用
  繰延税金資産
  その他の流動資産
  貸倒引当金

 固定資産
  鉄・軌道事業固定資産
  自動車事業固定資産
  不動産事業固定資産
  各事業関連固定資産
  建設仮勘定
  投資その他の資産
   関係会社株式
   投資有価証券
   長期貸付金
   前払年金費用
   その他の投資等
   貸倒引当金

資産合計

金　額

11,116
2,437
201
1,532
42
6

5,954
486
10
8

376
57
△ 0

64,120
12,911
12,839
29,834
1,867
675
5,991
1,134
3,586
4,470
1,054
942

△ 5,196

75,237

 科　目
負債の部
 流動負債
  短期借入金
  １年内償還予定の社債
  未払金
  未払費用
  未払法人税等
  未払消費税等
  預り連絡運賃
  預り金
  前受運賃
  前受金
  前受収益
  賞与引当金
  その他の流動負債
 固定負債
  社債
  長期借入金
  繰延税金負債
  再評価に係る繰延税金負債
  退職給付引当金
  債務保証損失引当金
  関係会社事業損失引当金
  その他の固定負債
負債合計
純資産の部
 株主資本
  資本金
  資本剰余金
  　　資本準備金
  　　その他資本剰余金
  利益剰余金
  　　利益準備金
  　　その他利益剰余金
  　　　　圧縮積立金
  　　　　繰越利益剰余金
  自己株式
 評価・換算差額等
  その他有価証券評価差額金
  土地再評価差額金
純資産合計
負債純資産合計

金　額

16,384
9,097
297
2,396
588
471
192
99
642
284
1,129
144
921
118

25,317
677

10,012
597

10,008
560
775
939
1,746
41,702

9,849
2,335
1,975
1,971

4
5,591
225
5,366

0
5,365
△ 52
23,685
1,170
22,514
33,535
75,237

（単位：百万円）
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損益計算書（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）
（単位：百万円）

 科　目
鉄・軌道事業
 営業収益
 営業費
 営業損失
自動車事業
 営業収益
 営業費
 営業損失
不動産事業
 営業収益
 営業費
 営業利益
全事業営業利益
営業外収益
 受取利息及び配当金
 その他の収益
営業外費用
 支払利息
 その他の費用
経常利益
特別利益
 固定資産売却益
 工事負担金等受入額
 債務保証損失引当金戻入額
 関係会社事業損失引当金戻入額
特別損失
 固定資産売却損
 固定資産除却損
 固定資産圧縮損
 減損損失
 関係会社株式評価損
 貸倒引当金繰入額
税引前当期純利益
 法人税、住民税及び事業税
 法人税等調整額
当期純利益

6,369
6,696

10,768
10,936

10,459
7,521

147
233

211
301

0
1,370
2,223
1,157

2
398
614
1
46

4,334

658
138

金　額　　　　　

326

167

2,938
2,443

381

512
2,312

4,750

5,397
1,665

797
867

計
算
書
類
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独立監査人の監査報告書
 平成28年5月6日

広島電鉄株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　髙　山　裕　三　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　河　合　聡一郎　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、広島電鉄株式会社の平成27年4月1日から平成28年3月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、広島電鉄
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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独立監査人の監査報告書
平成28年5月6日

広島電鉄株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　髙　山　裕　三　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　河　合　聡一郎　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、広島電鉄株式会社の平成27年4月1日から平成28年3月31日
までの第107期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

会計監査人の監査報告書謄本
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 監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの第107期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　（1）監査役会は、監査の方針等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針等に従い、取締役、内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。

　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告書謄本
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人　有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3）連結計算書類の監査結果
　　会計監査人　有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年5月6日

広島電鉄株式会社　監査役会

常勤監査役　尾　﨑　宏　明　㊞
社外監査役　笠　井　久　雄　㊞
社外監査役　坂　井　康　成　㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第1号議案　剰余金の配当の件
　当社は運輸業を中心とする公共性の高い業種であり、安全性の確保を最優先としつつ、業績の推移や将
来性のための内部留保などを勘案しながら、最終的に安定した配当を継続的に実施できることを利益配分
に対する基本方針としております。当期の配当につきましては、この基本方針を踏まえ、財務状況や今後
の見通しなどを慎重に検討いたしました結果、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　（1）配当財産の種類

　金銭といたします。
　（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式1株につき普通配当4円00銭とし、これに大規模不動産開発プロジェクト「西風新都グ
リーンフォートそらの」の全区域造成完了と、分譲の順調な滑り出しが出来たことに対する記念配当
として1円00銭を加え、当社普通株式1株につき金5円00銭　総額303,789,340円　といたしたいと
存じます。

　（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　平成28年6月30日
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第2号議案　取締役12名選任の件
　現在の取締役12名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役12名の選任を
お願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

1

再任

椋
む く だ

田　昌
ま さ お

夫
（昭和21年11月24日生）

昭和44年3月　当社入社
平成15年6月　当社取締役M・Sカンパニープレジデント
平成20年6月　当社常務取締役
平成22年6月　当社専務取締役
平成25年1月　当社代表取締役社長（現在）

（重要な兼職の状況）
㈱広電ストア　　　　　　　　代表取締役会長
広電建設㈱　　　　　　　　　代表取締役会長
㈱広電宮島ガーデン　　　　　代表取締役会長
㈱グリーンバーズ・ヒロデン　代表取締役会長
㈱ホテルニューヒロデン　　　代表取締役社長
広島観光開発㈱　　　　　　　代表取締役会長
㈱交通会館　　　　　　　　　代表取締役社長
広島ゴルフ観光㈱　　　　　　代表取締役社長

58,000株

取締役候補者とする理由
椋田昌夫氏は、平成15年に当社取締役に就任後、平成25年からは代表取締役社長を務め、経営者と
して豊富な経験・実績・見識を有していることから、今後も取締役としての職務を適切に遂行するこ
とができるものと判断し、取締役候補者といたしました。

2

再任

迫
さ こ

　　孝
こ う じ

治
（昭和24年9月11日生）

昭和47年3月　当社入社
平成16年6月　当社常勤監査役
平成25年6月　当社常務取締役経営政策担当
平成26年1月　当社常務取締役経営企画担当
平成27年9月　当社常務取締役経営企画本部、
　　　　　　　不動産事業本部管掌（現在）

（重要な兼職の状況）
宮島松大汽船㈱　　　　　　　代表取締役会長
㈱ヒロデンプラザ　　　　　　代表取締役社長

30,009株

取締役候補者とする理由
迫孝治氏は、平成16年から平成25年まで当社の常勤監査役を務めた後、常務取締役に就任し、経営全
般に関する経験・実績・見識を有していることから、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるも
のと判断し、取締役候補者といたしました。



35

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

3

再任

倉
く ら も と

本　勇
ゆ う じ

治
（昭和28年5月17日生）

昭和52年3月　当社入社
平成20年6月　当社取締役M・Sカンパニーバイスプレジデント
平成22年6月　当社取締役Ｍ・Ｓカンパニープレジデント
平成26年1月　当社取締役総合管理、経営管理担当
　　　　　　　総合管理本部長
平成26年6月　当社常務取締役総合管理、経営管理担当
　　　　　　　総合管理本部長
平成27年6月　当社常務取締役総合管理本部長
平成27年9月　当社常務取締役経営管理本部、人財管理本部管掌
　　　　　　　バス事業本部担当（現在）

18,000株

取締役候補者とする理由
倉本勇治氏は、平成20年に当社取締役に就任後、平成26年からは常務取締役となり、経営全般に関す
る経験・実績・見識を有していることから、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断
し、取締役候補者といたしました。

4

再任

藤
ふ じ も と

元　秀
ひ で き

樹
（昭和29年12月7日生）

昭和54年3月　当社入社
平成20年6月　当社取締役電車カンパニーバイスプレジデント
平成23年6月　当社取締役電車カンパニープレジデント
平成26年1月　当社取締役電車事業担当
平成27年6月　当社取締役養成所所長（現在）
平成27年9月　当社取締役交通技術養成部担当（現在）

13,000株

取締役候補者とする理由
藤元秀樹氏は、平成20年に当社取締役に就任し、現在は主として交通技術研究部門の責任者を務めて
おり、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

5

再任

沼
ぬ ま た

田　卓
た く そ う

壮
（昭和23年1月3日生）

昭和45年4月　祇園町採用
平成15年4月　広島市南区長
平成18年4月　広島市人事委員会事務局長
平成20年4月　㈶広島勤労者職業福祉センター理事長
平成21年6月　当社取締役総合企画担当
平成26年1月　当社取締役交通政策担当
平成27年9月　当社取締役交通政策部担当（現在）

2,000株

取締役候補者とする理由
沼田卓壮氏は、行政経験を経た後、平成21年に当社取締役に就任し、現在は主として交通政策部門の
責任者を務めており、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締役候補者とい
たしました。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

6

再任

仮
か り い

井　康
や す ひ ろ

裕
（昭和34年9月25日生）

昭和58年3月　当社入社
平成24年4月　当社執行役員呉バスカンパニープレジデント
平成25年6月　当社取締役呉バスカンパニープレジデント
平成26年1月　当社取締役バス事業担当バス事業本部長
平成27年9月　当社取締役バス活性化推進本部長、
　　　　　　　人財管理本部長（現在）

7,000株

取締役候補者とする理由
仮井康裕氏は、エイチ・ディー西広島㈱の設立や呉市交通局からのバス事業移管を手掛けるなどした後、
平成25年に当社取締役に就任し、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締
役候補者といたしました。

７

再任

平
ひ ら ま ち

町　隆
た か の り

典
（昭和31年2月18日生）

昭和57年3月　当社入社
平成25年4月　当社執行役員電車輸送企画グループマネジャー
平成26年1月　当社執行役員電車事業本部長
平成27年6月　当社取締役電車事業本部長（現在）

10,000株

取締役候補者とする理由
平町隆典氏は、電車部門での実務経験や社長秘書を通じた人脈形成の後、平成27年に当社取締役に就
任し、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

８

再任

横
よ こ た

田　好
よ し あ き

明
（昭和38年5月8日生）

昭和63年3月　当社入社
平成25年4月　当社執行役員総合企画グループマネジャー
平成26年1月　当社執行役員経営企画本部長
平成27年6月　当社取締役経営企画本部長（現在）
平成27年9月　当社取締役交通政策本部長（現在）

4,000株

取締役候補者とする理由
横田好明氏は、不動産・人事・バスの各部門での実務経験を経た後、平成27年に当社取締役に就任し、
今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

９

再任

瀬
せ ざ き

﨑　敏
と し ま さ

正
（昭和41年3月15日生）

平成元年3月　当社入社
平成25年4月　当社執行役員不動産第二営業グループマネジャー
平成26年1月　当社執行役員不動産事業本部長
平成27年6月　当社取締役不動産事業本部長（現在）

3,000株

取締役候補者とする理由
瀬﨑敏正氏は、広電タクシー㈱でのタクシー事業や電車・不動産部門での実務経験を経た後、平成27
年に当社取締役に就任し、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締役候補者
といたしました。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

10

再任

　岡
お か だ

田　　茂
しげる

　
（昭和41年2月10日生）

平成元年3月　当社入社
平成25年4月　当社執行役員経理管理グループマネジャー
平成26年1月　当社執行役員経営管理本部長
平成27年6月　当社取締役経営管理本部長（現在）

2,000株

取締役候補者とする理由
岡田茂氏は、会計基準変更への対応を手掛けるなど、長年にわたる財務会計部門での実務経験を経て、
平成27年に当社取締役に就任し、今後も取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、取締
役候補者といたしました。

11

再任　社外　独立役員

田
た む ら

村　興
こ う ぞ う

造
（昭和26年6月22日生）

昭和52年4月　広島ガス㈱入社
平成21年6月　同社取締役執行役員経営統括本部経営企画部長
平成22年4月　同社代表取締役社長執行役員（現在）
平成24年6月　当社取締役（現在）

なし

社外取締役候補者とする理由
田村興造氏は、上場会社の経営者として豊富な経験・実績・見識を有しており、これまでも公正かつ客
観的な立場に立って適切な助言を受けていることから、今後も社外取締役としての職務を適切に遂行す
ることができるものと判断し、取締役候補者といたしました。

12

再任　社外　独立役員

　秦
は た

　　　清
きよし

　
（昭和22年3月17日生）

昭和49年4月　弁護士事務所開業（現在）
平成11年4月　広島弁護士会会長兼中国地方弁護士連合会理事長
平成16年7月　広島市安佐北区選挙管理委員会委員長（現在）
平成18年5月　㈱アスティ監査役
平成20年4月　呉市公平委員会委員長（現在）
平成24年6月　㈱ウッドワン監査役
平成27年4月　中国四国地方年金記録訂正審議会委員（現在）
平成27年6月　㈱ウッドワン取締役（現在）
平成27年6月　当社取締役（現在）
平成28年4月　呉市行政不服審査会委員（現在）

なし

社外取締役候補者とする理由
秦清氏は、弁護士としての豊富な経験・実績・見識を当社の経営に反映し、また独立性を持って当社の
経営を監視しており、これまでも企業経営に多くの立場で関与してきたことから、今後も社外取締役と
しての職務を適切に遂行することができるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

（注）1．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
　　2．田村興造氏および秦清氏は、いずれも社外取締役候補者であります。
　　　　また、両氏は現に社外取締役であり、当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって田村興造氏が4年、

秦清氏が1年となります。
　　3．田村興造氏および秦清氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
　　4．当社は、会社法第427条第1項の規定および定款第29条により、社外取締役田村興造氏および秦清氏との間に、任

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令
が規定する額としており、本総会において、両氏が再任され就任した場合、本契約を継続する予定であります。

第3号議案　監査役1名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役の尾﨑宏明氏は任期満了となりますので、監査役1名の選任をお願
いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数
再任

尾
お さ き

﨑　宏
ひ ろ あ き

明
（昭和28年11月15日生）

昭和52年3月　当社入社
平成16年10月　広島観光開発㈱代表取締役社長
平成25年2月　宮島松大汽船㈱代表取締役社長
平成25年6月　当社常勤監査役（現在）

13,000株

監査役候補者とする理由
尾﨑宏明氏は、広島観光開発㈱で代表取締役として経営に携わった後、平成25年に当社監査役に就任し、客観
的かつ公正な立場で当社の監査を実施してきたことから、今後も監査役としての職務を適切に遂行できるもの
と判断し、監査役候補者といたしました。

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以　上
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株主総会会場ご案内図
広電本社ビル3階会議室
広島市中区東千田町二丁目9番29号

【交通機関のご案内】
当社電車にて次の路線をご利用ください。「広電本社前」電停下車すぐです。
　・1号線（広島駅～紙屋町東～広島港）
　・3号線（広電西広島～紙屋町西～宇品二丁目・広島港）
　・7号線（横川駅～紙屋町西～広電本社前）

※駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう
　お願い申し上げます。

京
橋
川

元
安
川

国道2号線至 五日市

● 広島市役所

● マダムジョイ千田店

● 広電ボウル

● ガストピアセンター

● 広島ガス
　本社

広島赤十字・原爆病院 ●

至 海田

至 広島港（宇品）至 広島港（宇品）

至 

紙
屋
町

至 

八
丁
堀

広電本社前

日赤病院前

御幸橋

鷹野橋

市役所前

広電本社ビル

N


